
 

■ 容器包装リサイクル法の仕組み 

区市町村

○分別収集
○選別、圧縮梱包 引取契約

○保管
○分別基準への適合

区市町村の役割

一
般
家
庭

（
消
費
者

）

○小規模事業者分の
再商品化委託料の負担

再商品化委託料

　　委託

容器包装
廃棄物

(財）日本容器包装リサイクル協会

再商品化事業者

容器包装
廃棄物

メーカー・販売事業者

指定法人

　　　委託

事業者の役割

(注１)

 

 【参考】プラスチック製容器包装の            【参考】プラスチック製容器包装の 

収集等経費 (注２)                      再商品化事業者落札単価 (注３)

     〔８６円／kg〕                    〔９１円／kg〕 

   内訳:収集(47円/kg)､選別等(34円/kg) 

   小規模事業者分の委託料負担(6円/kg) 

 

 
（注１） 小規模事業者：売上高及び従業員数が一定規模以下の事業者  容器包装リサイクル法の再商品化義務が適用外

となる。 

（注２） プラスチック製容器包装の収集等経費：名古屋市の平成 16 年度データ 

小数点以下を四捨五入しているため、合計は必ずしも一致しない。 

（注３） プラスチック製容器包装の再商品化事業者落札単価 

     (財)日本容器包装リサイクル協会の平成16年度データ。協会から再商品化事業者への落札単価で、コークス炉化学原

料や油化・ガス化等各商品化手法の落札単価の平均。 

 

 

容器包装リサイクル法改正の概要（抜粋） 平成１８年６月改正（平成１９年４月施行） 

 

改正のポイント 

 

１ 容器包装廃棄物の排出抑制の促進（レジ袋対策等） 

２ 質の高い分別収集・再商品化の促進（事業者が市町村に資金を拠出する仕組みの創設） 

３ 事業者間の公平性の確保（再商品化の義務を果たさない事業者への罰則強化） 

４ 容器包装廃棄物の円滑な再商品化（円滑な再商品化に向けた国の方針の明確化）
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■ プラスチックの処理方法について（検討の基礎資料） 

（１）検討の趣旨 

プラスチックは、区内で排出される不燃ごみ全体の約６割を占めることから、

今後の収集形態のあり方検討においても、その対応が重要な課題である。また、

検討にあたっては、処理方法変更による収集・処理体制への影響はもとより、環

境面やコストなど様々な視点からの総合的な分析が必要となる。 

このことから、プラスチック対応の検討を行うにあたり、まず基礎データの収

集が必要との観点から、一定の条件を設定して、世田谷区において考えられるプ

ラスチック対応についての可能性を整理し、想定される複数の処理方法の比較検

討を、一つのシミュレーションとして試みたものである。 

 

（２）分析の視点・方法 

プラスチックについて、世田谷区において想定される処理方法を仮説として設

定し、①炭酸ガスの排出量、②エネルギー消費量、③埋立処分量、④コスト の

４つの視点から分析を行う。 

分析にあたっては、世田谷区の容器包装プラスチック回収実験（平成 14、15 年

度）によって得られたデータに、既存文献データを加え、処理方法全般に渡って

分析する。 

 

（３）分析の対象範囲 

 １年間の可燃ごみと不燃ごみの全体に拠点・店頭回収によって回収しているペ

ットボトルを加えた合計 207,807 トン/年（平成 15 年度実績）を前提条件とし、

分析対象範囲は下図のとおりとする。 

 
分析対象範囲 

考慮した範囲

不用物 分別

可燃ごみ

不燃ごみ

プラスチック 収集

収集

収集

保管・選別

焼却

中継
不燃

センター
輸送

輸送 再生

埋立焼却灰

輸送 埋立

新規製造に関する炭酸ガス、エネルギー削減分
（資源採掘から製品製造まで）

売電相当電力による
炭酸ガス、エネルギー削減分

残さ 輸送・埋立

 

破砕・選別 
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（４）想定される処理方法 

処理方法としては、①容器包装プラスチック（以下「容プラ」と略）を処理対

象とするか､②ペットボトルを分別回収するか を基軸に、③残りのプラスチック

について可燃ごみとして収集し熱回収(サーマルリサイクル)する方法を想定し、

現行の方法も加え、下表のように大きく４つに整理した。 

 

●分析対象とした処理方法 
 

可 燃 ご み
（生 ご み 、
紙 類 等 ）

容 器 包 装
プ ラ ス チ ック

容 器 包 装
プ ラ ス チ ック

以 外 の
プ ラ ス チ ック

そ の 他 不 燃
（複 合 素 材

品 等 ）
ペ ッ トボ トル

↓
可 燃
↓

焼 却 ・埋 立

不 燃
↓

埋 立

↓
資 源
↓

再 商 品 化
（指 定 法 人

ル ー ト）

①

プ ラ可 燃
＋ ペ ットボトル
　拠 点 ・店 頭 回 収 可 燃

↓
焼 却 ・埋 立

↓
不 燃
↓

埋 立

↓
資 源
↓

再 商 品 化
（指 定 法 人

ル ー ト）

②

プ ラ可 燃
＋ ペ ットボトル 分 別 回 収

可 燃
↓

焼 却 ・埋 立

↓
不 燃
↓

埋 立

↓
資 源
↓

再 商 品 化
（指 定 法 人

ル ー ト）

③

プ ラ可 燃
＋ ペ ットボトル 分 別 回 収
＋ 容 プ ラコー クス炉

↓
可 燃
↓

焼 却 ・埋 立

↓
資 源
↓

再 商 品 化
（指 定 法 人

ル ー ト）

↓
可 燃
↓

焼 却 ・埋 立

↓
不 燃
↓

埋 立

↓
資 源
↓

再 商 品 化
（指 定 法 人

ル ー ト）

現 行

プラ不 燃
＋ ペ ットボトル
   拠 点 ・店 頭 回 収

処 理 方 法

 

＊表における品目の説明（プラスチック類は、この分析においては次のように分類している） 

・ペットボトル 

しょうゆ、清涼飲料や酒類など、「ＰＥＴ」の表示があるプラスチック製ボトル 

 

・容器包装プラスチック 

シャンプーのボトル、食品の包装や袋など、「プラ」の表示がある（容器包装リサイクル法対象の）プラスチック製容器包装 

ごみの組成分析調査（Ｐ41～42）における「白色発泡トレー」、「レジ袋」、「容器包装のプラスチック類」を含む 

 

・容器包装プラスチック以外のプラスチック 

おもちゃ、バケツ、文房具など、「プラ」の表示のないプラスチック製品 (複合素材でないもの) 

 

・その他不燃 

「プラ」の表示のないプラスチック製品で、金属等との複合素材のもの（例：プラスチック製部品を使用した金属製おもちゃ） 
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（５）分析結果の概要 

プラスチックの熱回収を行う場合、清掃工場での焼却に伴う温室効果ガス(炭酸

ガス)が増える一方、発電電力量は増加し、最終処分場から発生する温室効果ガス

（メタンガス）の削減につながる。また、プラスチックを資源として分別回収す

ることにより、エネルギーの消費量が削減される一方、社会コストは増加する。 

このように、処理方法ごとの評価にあたっては、分析の視点として設定した①

炭酸ガスの排出量、②エネルギー消費量、③埋立処分量、④コスト等を総合的に

勘案する必要がある。 

 炭酸ガス排出量 熱回収するプラスチックの量が多いと炭酸ガスの排出量は増える。また、資源の分別協力

率が高いと、清掃工場で熱回収するプラスチックの量が減り、炭酸ガスの排出量も減る。

131,719

54,879

135,188

103,050

131,719

135,188

76,877

103,050

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000 160,000

現行（プラ不燃）＋ペットボトル拠点・店頭回収

①プラ可燃＋ペットボトル拠点・店頭回収

②プラ可燃＋ペットボトル分別回収

③プラ可燃＋ペットボトル分別回収＋容プラコークス炉

協力率70% 協力率50%

 

（ｔ-ＣＯ２/年） 
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 エネルギー消費量 

*上記協力率は容プラの分別協力率を指す。なお、ペットボトルの協力率はいずれの場合も 80％と設定する。（以下、同様）

現行の方法と比較して、いずれの手法の場合もエネルギー消費量は削減される。また、再

生利用するプラスチックの量が多いほど、エネルギー消費量の削減効果は大きくなる。 
（ギガジュール（ＧＪ）/年）

-105,497

-215,132

-105,497

-215,132

-277,004

-723,028

-277,004

-595,157

-800,000 -700,000 -600,000 -500,000 -400,000 -300,000 -200,000 -100,000 0

現行（プラ不燃）＋ペットボトル拠点・店頭回収

①プラ可燃＋ペットボトル拠点・店頭回収

②プラ可燃＋ペットボトル分別回収

③プラ可燃＋ペットボトル分別回収＋容プラコークス炉

協力率70% 協力率50%

62,505

60,532

43,646

62,505

60,532

34,877

48,477

34,877

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

現行（プラ不燃）＋ペットボトル拠点・店頭回収

①プラ可燃＋ペットボトル拠点・店頭回収

②プラ可燃＋ペットボトル分別回収

③プラ可燃＋ペットボトル分別回収＋容プラコークス炉

協力率70% 協力率50%

ＧＪ＝１００万キロジュール 

全国的には発電施設つきの清掃工場は少ないが、23 区の清掃工場ではすべて熱利用発電を行ってい

ることから、熱回収するプラスチックが多いほど、清掃工場における発電電力量は増える。 
発電電力量 

（１００万 KWｈ/年）

（注）試算上､熱回収率を 20％と設定する。 
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埋立処分量 プラスチックを再生利用または熱回収することにより、埋立処分量は現行より大幅に減る。なお、いずれ

の方法の埋立処分量も、ほぼ同水準である。 

（㎥/年）

59,791
59,791

36,176

36,093

35,729

36,093

35,729

36,153

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

現行（プラ不燃）＋ペットボトル拠点・店頭回収

①プラ可燃＋ペットボトル拠点・店頭回収

②プラ可燃＋ペットボトル分別回収

③プラ可燃＋ペットボトル分別回収＋容プラコークス炉

協力率70% 協力率50%

 
埋立処分量(処理方法別) 

プラスチックを再生利用した場合や熱回収した場合の埋立処分量の減少の主な要

因は、不燃ごみの処理残さの減少である。 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

現行（プラ不燃）＋ペットボトル拠点・店頭回収

①プラ可燃＋ペットボトル拠点・店頭回収

②プラ可燃＋ペットボトル分別回収

③プラ可燃＋ペットボトル分別回収＋容プラコークス炉

焼却残さ

不燃残さ

ケミカルリサイクル残さ

PET残さ

 

（㎥/年）

 

埋立処分量 

(一般廃棄物､産業廃棄物別) 

再生利用するプラスチックの量が多いと一般廃棄物として埋め立てられる割合

が減り、資源の処理残さ（産業廃棄物）として埋め立てられる割合が増える。

（㎥/年）

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

②プラ可燃＋ペットボトル分別回収

③プラ可燃＋ペットボトル分別回収＋容プラコークス炉

現行（プラ不燃）＋ペットボトル拠点・店頭回収

①プラ可燃＋ペットボトル拠点・店頭回収

一廃

産廃

（注）容プラの協力率を７０％とし、残さ率は次のとおり設定する｡

  残さ率

焼却（熱回収） 9.5%

容プラのコークス炉による再商品化 10% 

ペットボトルのフレーク化による再商品化 29% 
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行政コスト 
いずれの方法によっても、現行の方法と比較した行政コストの大幅な減少にはつながらない。

なお、協力率による行政コストの差は大きくない。 

（百万円/年）

11,526

10,887

10,983

11,193

11,526

10,887

10,983

11,219

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

現行（プラ不燃）＋ペットボトル拠点・店頭回収

①プラ可燃＋ペットボトル拠点・店頭回収

②プラ可燃＋ペットボトル分別回収

③プラ可燃＋ペットボトル分別回収＋容プラコークス炉

協力率70% 協力率50%

 

（注）行政コストとは、ごみや資源の収集から最終処分に至るすべての区のコスト（人件費を含む）について、方法

ごとの比較のため一つのモデルとして試算したものであり、現行の決算額とは一致しない。なお、処理方法の

変更に伴う施設整備や区民・事業者への周知に要する経費は含まない。 

 

 社会コスト 
再生利用するプラスチックの量が増えるほど、再商品化に要するコストが上昇する。 

容プラの分別回収を行う場合の社会コストは、現行の方法を上回る。 （百万円/年）

11,408

13,060

11,408

11,024

11,663

12,674

11,024

11,663

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

現行（プラ不燃）＋ペットボトル拠点・店頭回収

①プラ可燃＋ペットボトル拠点・店頭回収

②プラ可燃＋ペットボトル分別回収

③プラ可燃＋ペットボトル分別回収＋容プラコークス炉

協力率70% 協力率50%

 
（注）社会コストとは、対象範囲のすべてのコストの合計であり、容器包装リサイクル法に基づく指定法人による再

商品化コスト等、行政が直接担うコスト以外のコストを含む概念である。 

 

 

 

（６）処理方法ごとの分析結果の比較 

 

 ４つの処理方法（５０ページ）ごとの分析結果の概要は、５１～５３ページに

示したとおりである。４つの処理方法の特徴を分かりやすく比較できるよう、一

つのシミュレーションとして、炭酸ガス排出量、エネルギー消費量、埋立処分量、

コスト（行政コスト、社会コスト）の４つの視点ごとにまとめたグラフを、参考

までに次ページに示す。 

 （注）協力率は、容プラ７０％、ペットボトル８０％と設定する。 

 



処理方法 　　分析の視点

　　　現行

プラ不燃
＋ペットボトル
　拠点・店頭回収

①
プラ可燃
＋ペットボトル
　拠点・店頭回収

②
プラ可燃
＋ペットボトル
　分別回収

③

プラ可燃
＋ペットボトル
　分別回収
＋容プラ
　コークス炉

≪グラフの単位≫

(t - CO2/年）

炭酸ガス排出量 0 20000 40000 60000 80000 100000 120000 140000

(ギガジュール/年）

エネルギー消費量 -800000 -700000 -600000 -500000 -400000 -300000 -200000 -100000

(㎥/年）

埋立処分量 0 10000 20000 30000 40000 50000 60000 70000

(百万円/年）

社会コスト 0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

社会コスト

埋立処分量

エネルギー消費量

炭酸ガス排出量

（うち行政コスト）社会コスト

埋立処分量

エネルギー消費量

炭酸ガス排出量

社会コスト

埋立処分量

エネルギー消費量

炭酸ガス排出量

（うち行政コスト）

（うち行政コスト）

社会コスト

埋立処分量

エネルギー消費量

炭酸ガス排出量

（うち行政コスト）

（うち行政コスト）
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	（４）想定される処理方法 




